
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

担当：黒田 和彦  伊藤 一紀 

電話：026-235-7039（直通） 

    026-232-0111（内線 2062） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

２月県議会定例会に提出する平成２１年度当初予算案につきまして､現在

知事査定を行っております。 

１月 28 日に行った知事査定で内容が固まった事業の概要を別紙のとおり

お知らせいたします。 

今後、知事査定結果を速報として随時お知らせしますが､当初予算案全体

の概要は、２月９日（月）の部局長会議で決定した上で発表する予定です。 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 21 年（2009 年）１月 29 日

平成２１年度当初予算の知事査定結果《速報(第１回)》について 



部　局　名：　企　画　部

長野県魅力発信事業費 877万6千円 

・
・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 ［　836万5千円］
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

子ども・子育て応援事業費 748万4千円 

・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

交通事故ゼロチャレンジ 100万円 
事業費

生活文化課
 FAX 026-234-6579 [　0円]
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

　消費生活安定向上事業費 2823万1千円 

・
・

生活文化課消費生活室 ・
 FAX 026-223-6771 [　0円]
 E-mail shohi@pref.nagano.jp

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

期間限定「長野カフェ」の出店
広報印刷物のデザイン制作支援

  長野県の魅力を県内外へ効果的に情報発信す
ることにより、特産品、観光地、居住地の各分野で
「選ばれる長野県」を目指して、県全体のブランド
発信力向上を図ります。

長野県メールマガジン「週刊信州」の発行

事　　　業　　　内　　　容

「ながの子ども・子育て応援県民会議」を通じ
た連携・協働による取組
「ながの子ども・子育て応援計画（仮称）」の策
定

  県民が一体となり総合的な少子化対策を進める
ため、経済、労働、医療、福祉、教育など幅広い分
野のネットワークにより、子ども・子育てを支援する
取組を推進します。

  高齢者、高校生、乳幼児のいる母親層にターゲッ
トを絞り、交通安全セミナーなどの体験型事業を重
点的に実施し、交通安全意識の高揚を図るととも
に、ホームページや講演会を通して交通安全情報
を発信し、広く県民に安全意識の普及啓発を図り
ます。

  消費者の自立に向けた相談・啓発の充実、住民
に身近な市町村の相談機能の強化支援、事業者
指導の強化により、消費生活の安定と向上を図りま
す。

多様な広報媒体を活用した啓発の実施
市町村相談員に対する研修の充実
悪質事業者に対する調査、指導及び処分を
強化する「不当取引調査員」の配置

新

新

新



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

2009サイトウ・キネン・フェス 5000万円 
ティバル松本開催事業費

・ 期　 間　平成21年８月17日（月）～９月８日（火）
・ 会　 場　長野県松本文化会館（松本市）ほか
・ 公演数　13公演（予定）

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　5400万円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

県民文化会館・ウィーン楽友 540万円 
会館姉妹提携事業費

・ 期　 間　平成21年９月（予定）
・ 会　 場　長野県県民文化会館（長野市）ほか

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　2400万円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

文化施設改修事業費 2億1093万8千円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　1億9880万6千円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

ＮＰＯの活動推進・自立促 1670万5千円 
進のためのステップアップ
事業費

・ ＮＰＯ活動への助成
・ ＮＰＯ活動の推進、自立支援

生活文化課ＮＰＯ活動推進室
 FAX 026-232-2234 ［　1093万8千円］
 E-mail npo@pref.nagano.jp

  県民文化会館とウィーン楽友会館との姉妹提携
事業を共催します。

  2009サイトウ・キネン・フェスティバル松本を共催し
ます。

  県立文化施設の改修により、利用者が安全で快
適に文化芸術に親しむことができる環境を提供しま
す。

  公益サービスの担い手の一つであるＮＰＯの活動
推進・自立促進を支援するため活動しやすい環境
の整備を図ります。



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

長野県人権政策基本方針 107万9千円 
策定事業費

人権・男女共同参画課
 FAX 026-235-7389 [　0円]
 E-mail jinken-danjo@pref.nagano.jp

第３次長野県男女共同参画 145万7千円 
計画策定事業費

人権・男女共同参画課
 FAX 026-235-7389 [　0円]
 E-mail jinken-danjo@pref.nagano.jp

692万7千円 

企画課土地対策室
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　tochi@pref.nagano.jp

信州まつもと空港活性化等
対策事業費 2億1479万1千円 

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［　540万円］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

土地利用基本計画策定
事業費
推進事 費

  国土利用計画法第９条の規定により、国及び県
の国土利用計画を基本として策定し、県土の適正
かつ合理的な土地利用を図ります。

  人権政策審議会の答申を受け、人権政策推進に
係る基本方針を策定するとともに、基本方針に基
づく取組推進のため、県民等への基本方針の周知
を図ります。

  第３次男女共同参画計画を策定するため、基本
的な考え方について男女共同参画審議会に諮問
するとともに、県民意識調査を実施します。

１　信州まつもと空港利用促進協議会負担金
　　　札幌線、福岡線の復便を確実なものとするた
　　め、市町村、関係団体等と各種キャンペーン等
　　空港活性化プログラムを着実に実施するととも
　　に、空港の地元地域との連携強化を図ります。

２　信州まつもと空港灯火電力監視制御装置更新
　事業
　　　安全で快適な航空事業の確保を図るため、
　　老朽化した航空灯火の電力監視制御装置を
　　更新します。

新

新

新



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

利用者にやさしい駅舎 1670万円 
の整備事業補助金

・
・

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［　2000万円］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

地方バス路線等支援対策 1億1016万2千円 
事業費

1  地方バス運行対策費補助金

     
     
       

2
　　　

3
交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［　1億215万8千円］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

長野県デジタルアーカイブ 2497万7千円 
推進事業費

情報統計課
  FAX　026-235-0517 ［　138万5千円］
  E-mail　joho@pref.nagano.jp

  長野県の持つ社会的資産をデジタル情報として
次代へ継承する取組を実施するとともに、その多
様な利用を促進します。
　事業着手をした平成20年度に引き続き、システム
検討、社会的資産のデジタル化、人材育成などを
推進します。

  １日当たり5,000人以上の利用者がある駅舎のバ
リアフリー設備の整備を行う鉄道事業者の取組に
対し支援を行い、高齢者・障害者等の移動の円滑
化を促進します。

予定箇所 岡谷駅、長野駅（長野電鉄）
エレベーター設置補助対象事業

  地方バス路線等の維持・存続に向け、バス事業
者への支援や利用促進に向けた取組を進めます。

  複数市町村にまたがる広域的・幹線的なバス
路線の維持・存続を図るため、乗合バス事業
者に対し支援します。

　・　運行欠損費及び車両購入費への助成
　・　経営改善による費用削減や利用促進が
　　図られた場合に助成

 人・環境にやさしい利用促進型バス導入費補
助金（経営改善型バス導入促進事業補助金）
　国、市町村と協調し、低床・低公害バスの導
入に対して助成し、バスの利用促進、イメージ
アップ及び地球温暖化防止を図ります。

 「乗って残す、乗って活かす公共交通」県民
大会開催事業
　公共交通の重要性等を広く県民に伝え、利
用促進に向けた意識の醸成を図ります。

新

新



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

中期総合計画主要施策等 57万1千円 
評価事業費

政策評価課
 FAX 026-235-7471 [　0円]
 E-mail seisaku-hyoka@pref.nagano.jp

  中期総合計画の着実な推進を図り、その結果を
施策等に適切に活用するとともに、県民に対する
説明責任を果たすため、主要施策等の実施状況
について客観的な評価を実施します。

新



部　局　名：　衛　生　部

753万6千円 

・ 健康増進計画「健康グレードアップながの21」を
推進するための普及啓発キャンペーンの実施
・ 特定保健指導を行うための人材養成、研修会の
開催

健康づくり支援課 新 女性の健康づくり支援事業
 FAX 026-235-7170 ［　654万1千円］ ・ すこやか信州食育発信事業
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

１　がん予防の推進
がん対策総合推進事業費 1億2883万2千円 

・ 健康診査管理指導事業
新 女性のがん対策事業
新 がん検診受診率向上対策事業
新 地域がん登録事業

２　がん医療提供体制の充実

医療政策課
 FAX 026-223-7106
 E-mail iryo@pref.nagano.jp ・ がん診療連携拠点病院整備事業

・ がん診療に携わる医師に対する緩和ケア
健康づくり支援課 研修事業
 FAX 026-235-7170 ［　8863万8千円］ ・ 看護職員がん専門研修事業
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

6億6900万8千円 

・ 事業主体　　市町村
・ 補助率　　　　1/2

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 [　0円]
 E-mail kenko@pref.nagano.jp 　

  妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図
るため、市町村が負担する妊婦健康診査に必要な
経費を助成します。

  がんの予防・早期発見を図るため、がん検診を推
進するとともに、がんの罹患率や生存率を把握し、
適切ながん対策を推進するため、地域がん登録を
実施します。

  県内のがん診療水準の向上を図るため、がん診
療連携拠点病院が行う取組を支援するとともに、医
師、看護師の研修を行います。

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

  メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病対
策を推進します。メタボリックシンドローム対策

事業費

妊婦健康診査支援事業費
新



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

不妊治療費助成事業費 1億2560万円 

・ 助成内容 　

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　7930万円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

歯科保健等推進事業費 927万5千円 

 

・ 母と子のよい歯のコンクールの実施
・ 8020推進員の育成

健康づくり支援課 ・ 生涯にわたる口腔機能の育成・向上支援
 FAX 026-235-7170 ［　941万9千円］ 新 歯科医療の安全管理の推進
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

1億6569万7千円 

【対策推進の体制整備】
新 各地方本部単位での連携構築と訓練実施
・ 情報伝達､共有体制の整備

(市町村･関係機関等)
【県民等への啓発の強化】
新 啓発用パンフレット･ポスターの作成配布
・ 個人予防策の啓発と周知（出前講座、広報）
【保健医療の体制整備】
・ 医療体制の県民への周知啓発
・ 医療体制の整備（発熱外来､入院病床確保等）
新 積極的疫学調査､ウイルス検査の実施準備
・ 抗インフルエンザウイルス薬の追加備蓄

健康づくり支援課 【市町村等の対策推進と連携】
 FAX 026-235-7170 ［　63万1千円］ ・ 市町村の対策推進に対する支援と連携
 E-mail kenko@pref.nagano.jp ・ 社会機能維持事業者等への対策の要請と連携

  県民の健康に繋がる口腔の健康管理を推進する
ため、8020運動の普及啓発と事業の円滑な推進を
図るとともに、歯科医療の安全管理体制を推進しま
す。

  新型インフルエンザの発生に備え、県民の健康
被害を最小限にとどめ、社会・経済機能を維持す
るため、危機管理等の体制整備と県民への啓発を
強化するとともに、保健医療及び社会対応の両分
野における各種対策を推進します。

新型インフルエンザ対策推進
事業費

  妊娠・出産・育児を通じた子育て支援の一環とし
て妊娠を望み、体外受精・顕微授精による治療を
受けている夫婦に対し、その治療費の一部を助成
します。

１回の治療につき10万円を限度
とし、１年に２回、通算５年間助成



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

１　医師確保対策の充実
医師確保等総合対策事業費 5億1827万3千円 

・ ドクターバンク事業
・ 医師研究資金貸与事業
・ 臨床研修病院緊急支援事業
・ 後期研修医研修奨励事業
・ 小児医療後期臨床研修推進事業
・ 医学生修学資金貸与事業
新 地域医療推進学講座設置事業

２　医師の職場環境の改善

・ 病院勤務医が働きやすい環境整備推進事業
・ 緊急一時保育支援事業
・ 女性医師復職支援研修事業
・ 女性医師ネットワーク協議会
・ 地域医療をともに考えるシンポジウム

３　産科･小児科医療等の確保

医療政策課
 FAX 026-223-7106 新 産科医療確保緊急支援事業
 E-mail iryo@pref.nagano.jp 新 救急医療確保緊急支援事業

・ 助産師活用促進事業
医療政策課医師確保対策室 ・ 地域医療検討会
 FAX 026-223-7106 ［　2億6902万円］ ・ 小児医療後期臨床研修推進事業（再掲）
 E-mail doctor@pref.nagano.jp

看護職員修学資金貸与事業費 8570万4千円 

・ 貸与額 国公立 月額32,000円
民間立 月額36,000円
准看護師 月額21,000円

医療政策課 大学院（修士） 月額83,000円
 FAX 026-223-7106 ［　8570万4千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

  看護師等の県内就業を促進し、その定着を図る
ため、看護職員養成施設の学生等に修学資金を
貸与します。

  即戦力の医師をはじめ、研修医、医学生等に対
応した事業を実施し、一層の医師確保対策に取り
組みます。

  医師の勤務負担の軽減等、職場環境の改善を推
進し、医師の離職防止･確保を図ります。

  産科医、救急医等に対する処遇改善を推進する
とともに、助産師の活用促進をはじめ、地域の実情
に応じた対応策等により、産科･小児科医療を確保
します。



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

病院内保育所運営事業費 4274万3千円 

・ 補助対象 22病院･診療所
・ 補助率 2/3 （国補）

医療政策課 1/2 （県単）
 FAX 026-223-7106 ［　3274万6千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

公衆衛生専門学校再編関連 588万円 
事業費

医療政策課
 FAX 026-223-7106 [　0円]
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

医療施設・設備整備事業費 8億436万円 

・ 補助対象 安曇野赤十字病院
新町病院
　 ほか９病院・診療所

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　3億3246万9千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

国民健康保険基盤安定化等 115億1502万8千円 
事業費

・ 低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負
担
・ 高額な医療費に対する費用負担

医療政策課 ・ 保険者（市町村）の財政調整に要する費用負担
国保･医療福祉室 ・ 特定健康診査・特定保健指導の実施に要する
 FAX 026-235-7260 ［　109億2742万4千円］ 費用負担
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp

  患者の療養環境、医療従事者の勤務環境の改
善を図るため、病院の新築、増改築及び設備整備
を支援します。

  市町村国民健康保険の財政の安定等を図るた
め、所要の施策を実施します。

  歯科衛生士学校養成所指定規則が改正され、修
業年限（２年制→３年制）や教育内容が変更された
ことに対応するため、学校施設の改修等を行いま
す。

  看護職員や医師等が安心して仕事と育児を両立
できる環境づくりを推進し、離職防止を図るため、
院内保育所を運営する医療機関の費用を助成しま
す。

新



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

後期高齢者医療給付事業費 209億9881万5千円 

・ 療養の給付等に対する費用負担
・ 低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負

医療政策課 担
国保･医療福祉室 ・ 高額な医療費に対する費用負担
 FAX 026-235-7260 ［　181億4159万円］ ・ 財政安定化基金への積立て等
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp

救命救急センター運営事業費 2億4023万4千円 

・ 指定病院 ７病院（うち補助対象４病院）

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　2億2855万円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

ドクターヘリ運航事業費 1億6983万8千円 

・ 補助対象 佐久総合病院
・ 補助率 10/10

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　1億6983万9千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

１　小児救急電話相談事業の実施
小児初期救急医療体制整備 2684万3千円 
事業費

２　小児初期救急医療体制の整備

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　2942万円］ ・ 補助対象 ７地区
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

  重篤救急患者の医療を確保するため、救命救急
センターの運営に要する経費に助成します。

  救急搬送時間の短縮による救命率の向上、後遺
症の軽減やへき地における救急医療体制の強化
等を図るため、ドクターヘリの運航にかかる経費を
助成します。

  夜間の小児救急患者の保護者向けの電話相談
（＃8000）を実施し、適切な助言を行うことにより、
保護者の不安を和らげます。

  病院勤務と開業の小児科医等が交代制により、
夜間の小児救急医療体制を提供する市町村等に
対して運営費を助成します。

  県民の高齢期における適切な医療の確保を図る
ため、長寿医療制度の運営が適切かつ円滑に行
われるよう所要の施策を実施します。



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

災害医療体制整備事業費 269万5千円 

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　187万8千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

精神科救急医療整備事業費 2846万2千円 

・ 補助対象 精神科救急指定病院
・ 補助率 10/10

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　2400万円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

175万1千円 

食品・生活衛生課
 FAX 026-232-7288 ［　175万1千円］
 E-mail shokusei@pref.nagano.jp

608万1千円 

・ 後発医薬品の安心使用に関する協議会の開催
・ 医薬品の品質検査
・ 未就業薬剤師に対する研修会の開催

薬事管理課
 FAX 026-235-7398 [　0円]
 E-mail yakuji@pref.nagano.jp 　

  食の安全を確保するため、食品検査の充実・強
化を図り、食品営業者の自主的衛生管理を促進し
ます。

  医薬品の安全確保対策として、使用状況調査や
品質検査を実施するとともに、薬剤師不足解消の
ために未就業薬剤師の就職を促進します。

  災害時の医療連携体制を検討するとともに、災害
拠点病院及び災害派遣医療チーム（DMAT）の体
制を整備します。

  精神科救急医療を実施する医療機関に補助を行
ない、休日や夜間に緊急に医療を必要とする精神
障害者に対する医療体制を確保します。

「食品」の安全確保のための自
主管理体制強化事業費

医薬品適正使用・環境整備
事業費

新新



部　局　名：　環　境　部

地球温暖化対策事業費 1466万9千円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　1210万3千円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

大気環境保全推進事業費 2299万円 

・ 大気汚染の常時監視
・ 大気常時監視に係る機器更新

水大気環境課
 FAX 026-235-7366 ［　2354万6千円］
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

１　　　温暖化防止エコポイント事業
　県民の温暖化防止活動に経済的なインセンティ
ブを与えるエコポイント事業を実施し、家庭部門で
の温暖化対策を促進します。

事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

 大気汚染の状況を正確に把握することにより、大
気汚染物質による健康被害等を未然に防止しま
す。

事　　　　業　　　　名

２　ストップ温暖化！減ＣＯ２（げんこつ）アクション
　　キャンペーン事業
　県民・企業・団体等に対し、日常の生活や事業活
動において環境に配慮した行動を実践する運動
「減ＣＯ２アクション」を広く呼びかけ、県民の地球温
暖化防止活動の促進を図ります。

３　エコドライブ普及推進事業
　運輸部門における温暖化対策を推進するため、
温室効果ガス排出量の少ないエコドライブの普及
を図ります。

４　業務部門における温暖化対策推進協議会
　　設置事業
　病院、宿泊施設など業種・業態ごとに設置した協
議会に対し、それぞれの特性を踏まえた温室効果
ガス削減への取組を支援します。

　その他、「信州省エネパトロール隊活動支援事
業」、「地球温暖化防止活動実践普及事業」等によ
り、県民・事業者・行政等の協働にもとづく地球温
暖化対策推進体制の整備を図り、各種事業を実施
します。

新



事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

河川・湖沼・地下水水質保全 4829万円 
対策推進事業費

・

水大気環境課 ・
 FAX 026-235-7366 ［　3924万円］ ・
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

「水循環・資源循環のみち2010」 2000万円 
構想策定事業費

生活排水課
 FAX 026-235-7399 [　0円]
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

合併処理浄化槽整備事業費 1億9900万円 

・ 事業主体 市町村
・ 補助率 事業費の公費負担分の1/3以内

生活排水課
 FAX 026-235-7399 ［　2億907万9千円］
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

希少野生動植物保護対策 84万1千円 
事業費

・ 保護回復事業計画の策定
・ 希少野生動植物保護監視員の委嘱

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　149万6千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

水質常時監視に係る機器更新

 生活排水施設の効率的整備・管理経営、汚泥の
減容化・資源エネルギーへの利活用等、次世代の
生活排水施設のあり方に関する構想を、市町村等
と一体となって策定します。

 河川等の水質汚濁を防止することを目的として、
市町村が実施する合併処理浄化槽整備事業に助
成します。

 長野県希少野生動植物保護条例に基づく保護回
復事業計画の策定を進め、市町村、ＮＰＯ、民間
団体等の幅広い連携により、実効性のある保護対
策に取り組みます。

主要河川・湖沼、河川上流域、水道水源ダム

 河川・湖沼等の水質の汚濁状況を把握することに
より、人の健康等に及ぼす被害を未然に防止する
とともに、水環境を保全するための施策を実施しま
す。

第４期野尻湖水質保全計画の策定

組織再編に伴う水質検査（一部）の外部委託
湖及び地下水の水質常時監視

新



事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

自然公園施設等整備事業費 1042万1千円 

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　2217万6千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

１　　　事業系一般廃棄物３Ｒ推進事業
資源循環システム構築事業費 167万8千円 

２　　　産業廃棄物３Ｒサポート事業

３　過剰包装・レジ袋削減推進事業

４　信州リサイクル製品認定事業

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 ［　133万1千円］
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

1
廃棄物監視指導事業費 4105万9千円 

2

廃棄物監視指導課
 FAX 026-235-7259 ［　2173万4千円］
 E-mail kanshi@pref.nagano.jp

 インターチェンジ等を拠点として、廃棄物監視
員・指導員による夜間巡回監視を実施し、県
外からの大規模不法投棄の防止と抑止を図り
ます。

不法投棄防止夜間監視事業

廃棄物監視指導体制の強化
　10地方事務所に１名ずつ廃棄物監視指導員
を配置し、監視指導体制の強化を図ります。

　無駄な食品残さの発生抑制のため、食事提供事
業者（外食産業・宿泊業者）、消費者（食事利用
者）、行政が一体となった「食べ残しを減らす」取組
等を展開します。

 自然公園等における自然環境の保全と安全で快
適な利用を図るため、老朽化した歩道や避難小屋
など県有施設の改修・補修等を行います。

　県内で発生した循環資源を利用して製造された
リサイクル製品を認定するとともに、認定製品の率
先利用の推進及び県民・事業者への普及啓発を
行います。

　産業廃棄物の発生抑制、資源化及び適正処理
を推進するため、廃棄物の発生抑制等の取組を広
く紹介するとともに、減量化に取り組む事業者を支
援します。

　発生抑制に向けた意識啓発向上を図るため、県
内スーパー等と消費者団体及び県が締結したレジ
袋削減協定に基づき、発生抑制への取組を進めま
す。

新

新

新



事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

産業廃棄物実態調査事業費 890万9千円 

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 [　0円]
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

信州環境フェア負担金 180万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　180万円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

 長野県廃棄物処理計画の策定・執行管理と、循
環型社会の形成に向けた施策の策定・評価のた
め、県内産業廃棄物の発生量や処理状況等の実
態調査を実施します。

 持続可能な社会の実現に向けて、県民・事業者・
ＮＰＯ・行政がお互いの理解と協力のもと、環境に
配慮したライフスタイルを確立する契機とするた
め、経済団体等とともに実行委員会を組織し、信州
環境フェアを開催します。



部　局　名：　農　政　部

環境にやさしい農業総合 　1865万1千円
対策事業費

・ 事業主体 県、市町村、農業団体等
農業技術課 ・ 補助率 １/２以内
 FAX 026-235-8392 ［　2109万5千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

農地・水・環境保全向上対策 　1億5068万5千円
事業費

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ・
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
農地整備課 ・ 定額
 FAX 026-233-4069 ［　1億5068万5千円］
 E-mail nochi@pref.nagano.jp

中山間地域農業直接支払 　20億1158万6千円
事業費

・ 事業主体 協定締結集落、市町村
・ 負担割合 　国1/2　県1/4　市町村1/4　ほか

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　19億2656万5千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

信州農産物マーケティング 　1749万9千円
戦略推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　872万7千円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

事　　　業　　　内　　　容

  環境と調和のとれた農業を促進するため、エコ
ファーマーや環境にやさしい農産物認証の拡大を
図るとともに、ＩＰＭ（総合的な技術を組み合わせた
病害虫管理）やＧＡＰ（農業生産工程管理）の導入
普及等に取り組む生産者を支援します。

事　　　　業　　　　名

交付率 　　　

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

  県産農畜産物の魅力をＰＲし、消費と販路を拡大
するため、大都市でのマーケティングやトップセー
ルス等を実施するとともに、海外販路の拡大を推進
します。

  中山間地域において、耕作放棄地の発生を防止
し、農業・農村の持つ多面的機能を確保するため、
集落の話し合いに基づく将来に向けた積極的な農
業生産活動を支援します。

  農村地域の環境を保全するため、地域ぐるみで
行う農道や用水路等の適正な保全管理を行う共同
活動と農業者ぐるみで行う環境負荷を低減する営
農活動を支援します。

事業主体 長野県農地・水・環境保全向上
対策協議会、活動組織、市町村



事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

水田農業経営確立推進 　4340万3千円
指導事業費

・ 事業主体 　市町村
・ 補助率 定額

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ［　4852万2千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

需要対応穀物生産強化 　1億240万9千円
事業費

・ 事業主体 　県、市町村、JA、営農集団等
農業技術課 ・ 補助率 1/2以内、1/3以内、定額
 FAX 026-235-8392 ［　2311万9千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

燃油・肥料・飼料等価格高騰 　1億8223万6千円
緊急対策事業費

・ 事業主体 県、市町村、営農集団等
・ 補助率 1/2以内、1/3以内

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 ［　998万1千円］
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

強い園芸産地育成事業費 　5000万円

・ 事業主体 市町村、営農集団等
・ 補助率 1/2以内

園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 ［　5000万円］
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

  需要に応じた米づくりと、地域の実情や特性を活
かした生産調整方法・産地づくり対策への円滑な
移行を進めるため、市町村が行う米の生産数量目
標の算定及び確認事務などを支援します。

  需要に的確に対応した米・麦・大豆・そばの生産
振興と生産体制の強化を図るため、技術研修会・
講習会等を開催するとともに、共同利用施設・機械
の導入や、新たな米の用途拡大を図るための米粉
の普及推進及び地域利用体制を構築します。

  原油等農業生産資材価格や家畜飼料価格の急
激な高騰が農業経営に及ぼす影響を緩和させる
ため、新たな技術導入や自給飼料増産への取組
を支援します。

  県オリジナル品種の拡大などを通じ、競争力の高
い園芸産地を育成するため、種苗導入や施設・機
械等の整備を支援します。

・燃油・肥料等価格高騰緊急対策事業
・飼料価格高騰緊急対策事業



事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

野菜等価格安定対策事業費 　6億1036万円
　・特産花き生産出荷安定資金造成事業

　・野菜価格安定対策事業 債務負担行為
（3億5480万円） ・ 事業主体 (財)長野県野菜生産安定基金協会

・ 補助率 定額

園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 ［　3億9518万6千円］
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

りんごフェザー苗供給体制 　258万2千円
構築事業費

・ 事業主体 県、(社)長野県原種センター　
園芸畜産課 営農集団等
 FAX 026-235-7481 [　0円] ・ 補助率 1/2以内、定額
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

新規就農者支援事業費 　3051万9千円

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　3238万2千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

信州オリジナル食材ブランド 　451万9千円
化推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　241万2千円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

  農家の経営安定と農作物の安定供給を図るた
め、価格低落時に価格差補給交付金を交付する
ための資金造成等を支援します。

  農業後継者、新規参入者、団塊の世代からの定
年帰農等多様な新規就農者を確保、育成するた
め、就農相談活動や農業体験研修の実施、新規
就農里親制度による実践的な技術研修などによ
り、円滑な就農を支援するとともに、地域において
関係機関・団体が一体となって行う就農促進活動
を進めます。

  省力的で早期多収が可能なりんご新わい化栽培
を拡大するため、フェザー苗及びＭ．９ナガノ自根
台木の緊急的な確保に必要な生産技術指導や、
安定的に生産供給できる体制づくりを支援します。

  県開発・認定の優れた食材のＰＲとブランド化を
推進するため、取扱店舗情報の発信を行うととも
に、全国イベントでのプロモーションや有名料理店
等への売り込みを行います。

新



事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

農村活性化支援事業費 　4億9084万7千円

農業政策課農産物ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ室

 FAX 026-235-7393 ・ 事業主体 　市町村、農協、団体等
 E-mail marketing@pref.nagano.jp ・ 交付率 1/2以内、定額
農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　4億5645万円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

農地地すべり対策事業費 　500万円

農地整備課
 FAX 026-233-4069 [　0円] ※

 E-mail nochi@pref.nagano.jp

平成20年度1月補正予算において、500万円を前
倒して計上しています。

  農地地すべり災害の未然防止を図るため、機能
が著しく低下している地すべり防止施設の機能回
復等を実施します。

  農山村の活性化を図るため、地域の特性を活か
した多様な産業振興、都市・農村交流を推進する
活動やその拠点施設の整備を支援します。
  遊休農地解消のための推進活動や遊休農地の
農業上の利用、多面的機能の増進など地域の実
情に応じた解消・活用に向けた取組を支援します。

山村等振興対策事業
都市農村交流対策事業
やすらぎ空間整備事業
遊休農地活用総合対策事業



 

　 部　局　名：　林　務　部

信州の森林づくり事業補助金 25億5292万3千円 

 

・ 事業主体 森林所有者、森林組合、
ＮＰＯ法人等

・ 補助率 公共　 7/10以内
県単独　 5/10以内

森林づくり推進課 ※

 FAX　026-234-0330 ［　27億852万2千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

公的森林整備事業補助金 1億6500万円 

　

 ・ 事業主体 市町村等
森林づくり推進課 ・ 補助率 10/10以内
 FAX　026-234-0330 ［　1億987万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

2億4094万3千円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　1億9097万4千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

4975万円 

・ 事業主体 　市町村等
信州の木振興課 ・ 補助率　　　 1/2、定額
 FAX　026-235-7364 ［　1210万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp ※

  脱温暖化・循環型社会を構築するため、市町村
が行うペレットストーブ・ボイラーの導入や個人向け
に行う助成事業に要する経費に対して助成し、森
林資源の有効利用と新たな産業の創出による地域
活性化を図ります。

森のエネルギー推進事業補助
金

  浅川、砥川、薄川などの重要流域の森林整備を
着実に進めるため、県が事業主体となり造林事業
及び治山事業を一体的・集中的に実施し、針広混
交林化に向けた整備を進めます。

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

  「信州の森林づくりアクションプラン」に基づき、喫
緊の課題である間伐を計画的に進めるため、森林
所有者等が行う森林整備のための経費に助成しま
す。

  「長野県ふるさとの森林づくり条例」に基づき指定
された「森林整備保全重点地域」等において、県と
市町村が連携して、所有者負担を伴わずに間伐等
の森林整備を実施するための経費に対して助成し
ます。

なお、森林整備事業としては、この他に森林づくり県民
税活用事業や治山事業及び県営林事業の一部を加え
て、51億8356万2千円の予算計上となっており、
22,000ha（平成20年度1月補正前倒分含む）の間伐を実
施します。

流域管理森林（もり）と水特別
対策事業費

平成20年度1月補正予算において、3375万円を前
倒して計上しています。



 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

8億865万円 

（森林づくり県民税活用事業）

・ 事業主体 市町村等
 ・ 補助率 9/10以内
森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　4億432万5千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

3750万円 

（森林づくり県民税活用事業）

・ 交付対象 自治会組織、山林委員会等
信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　3000万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

570万円 

（森林づくり県民税活用事業）

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　552万8千円］ 　 　 　
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp 　 　 　

森林づくり推進支援金 1億3000万円 
（森林づくり県民税活用事業）

・ 交付対象 市町村
森林政策課
 FAX　026-234-0330 ［　1億円］
 E-mail rinsei@pref.nagano.jp

みんなで支える里山整備事業
補助金

地域で進める里山集約化事業
交付金

  森林整備に意欲的な事業体が、里山の小規模個
人有林等の取りまとめや団地化、施業の集約化、
高性能林業機械等による生産コストの縮減等を図
るため、施業プランナー及びオペレーターの育成
や、優良事例を地域に普及するための経費に対し
て助成します。

高度間伐技術者集団育成事
業費

  里山における小規模個人有林、不在村所有林等
の森林整備を進めるため、区、集落などの地域が
主体となった森林整備計画づくりや計画区域内の
森林所有者からの施業同意を得るなど条件整備の
ための活動に対して助成します。

  地域における住民の意向や実情に精通している
市町村との連携により、きめ細かな森林づくり活動
の取り組みを支援するため、市町村が独自性と創
意工夫により事業展開するための経費に対して支
援します。

  所有が零細で分散するなどにより荒廃が進んで
いる里山、特に集落周辺林における間伐等の森林
整備（4,000ha）のための経費に対して助成します。



 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

250万円 

（森林づくり県民税活用事業）

・ 事業主体 　森林所有者、森林組合等による
 協定締結者
信州の木振興課 ・ 補助率　　　 定額
 FAX　026-235-7364 [　0円]
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

1287万3千円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
森林政策課 　　　 　
 FAX　026-234-0330 ［　2152万9千円］
 E-mail rinsei@pref.nagano.jp

森林（もり）の里親促進事業費 123万円 
（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
信州の木振興課 　　　 　
 FAX　026-235-7364 ［　80万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

48万円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
森林づくり推進課 　　　 　
 FAX　026-234-0330 ［　45万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

間伐材利用の環モデル事業補
助金

  間伐材の利用を進めるため、間伐材の生産から
利用に関わる地域の関係者が協定を締結して利
用する仕組みづくりを進めるための経費に対して
助成します。

地球温暖化防止吸収源対策
推進事業費

  森林整備によるＣＯ2吸収量を評価する仕組みづ
くりを通じ、企業等による森林整備を促進します。

  県が仲立ちとなり、荒廃した里山や山村集落へ、
森林整備や木質バイオマス利活用によるＣＯ2吸
収・削減に意欲的な企業等の社会貢献活動を誘
導し、地域の活性化を促進します。

みんなで支える森林づくり推進
事業費

  県民や企業等の理解と参加・協力による森林づく
りを進めていくため、事業の取組状況等について
周知を図るとともに、県民参加による成果の検証等
を行います。

新



 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

167万円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
信州の木振興課 　　　 　
 FAX　026-235-7364 ［　142万7千円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

木育推進事業費 950万円 
（森林づくり県民税活用事業）

 

 　　　 　
信州の木振興課 　 　 　
 FAX　026-235-7364 ［　700万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

2億2002万1千円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　2億1843万8千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

6967万3千円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　7603万9千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

野生鳥獣総合管理対策事業
費

  野生鳥獣被害と対峙できる集落の再生のための
自立的な活動を総合的に支援し、野生鳥獣に負け
ない集落づくりを進めるため、捕獲や防除対策、野
生鳥獣を誘引しない対策として耕作放棄地等に緩
衝帯を設けるなど、きめ細かな対策を実施します。

松林健全化推進事業費
  防災や信州の原風景の保全上重要な役割を果
たしているアカマツ林を保全するとともに、マツタケ
等の林産物の確保を図るため、被害木の駆除や薬
剤の散布などにより松くい虫被害の拡大を防止しま
す。

カーボンオフセットシステム構
築事業費

  木質バイオマス利用によるＣＯ2削減量を評価す
る仕組みづくりを通じ、企業等の支援による木質バ
イオマス利活用を推進します。

  次世代を担う子供達や地域住民が里山及び地域
材に目を向け、森林づくりへの理解と協力を得るた
め、地域材を利用した施設・設備等の整備を行う
活動を推進します。



 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

872万3千円 

・ 事業主体 　市町村等
森林づくり推進課 ・ 補助率　　　 1/2
 FAX　026-234-0330 ［　888万9千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

56万9千円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　50万円］ 　
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp 　

1760万3千円 

森林づくり推進課 　 　 　
 FAX　026-234-0330 ［　1760万3千円］ 　 　 　
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

7180万円 

・ 事業主体 　市町村、森林組合等
・ 補助率 1/2

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　6000万円］ ※

 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

 

森林整備に直結する作業道整
備事業補助金

特定鳥獣生息状況調査事業
費

　

  イノシシによる農業被害が拡大していることから、
総合的、効果的な被害対策を推進するため、生息
状況や被害状況を調査・分析し、特定鳥獣保護管
理計画策定の基礎資料とします。

新規ハンター確保対策支援事
業費

（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

  狩猟者の高齢化や狩猟離れによるハンターの減
少に歯止めをかけ、有害鳥獣捕獲従事者の確保
及び狩猟による有害鳥獣捕獲を推進するため、一
般県民を対象としたシンポジウムを開催するととも
に、猟友会等が実施する新規ハンターの育成・確
保対策経費に対して助成します。

有害鳥獣捕獲体制整備事業
補助金

（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

  野生鳥獣による農林業被害の軽減を図るため、
「捕獲対策」を重要な対策と位置付け、集落自衛団
の組織化、市町村を越えた広域的な捕獲体制の
整備などを図るための経費に対して助成します。

平成20年度1月補正予算において、537万6千円を
前倒して計上しています。

 
  森林整備及び間伐材の搬出を促進するため、こ
れまで整備してきた林道を活用し、森林整備に直
結する作業道、作業路の一体的な整備に対し助成
します。



 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

55万円 

・ 事業主体 　信州木材認証製品センター
信州の木振興課 ・ 補助率　 1/2
 FAX　026-235-7364 ［　55万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

1億4458万円 

・

信州の木振興課 ・ 県産材製学校用机・椅子の導入
 FAX　026-235-7364
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp ［　6261万9千円］ ※

　

1億5900万円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　3830万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

山地防災情報推進事業費 2150万円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　2840万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

展示効果やシンボル性の高い木造公共施設
の整備

木の香る環境づくり総合推進
事業費

「信州型エコ住宅」部材供給事
業補助金

  市町村の公共施設等に信州の木を利用すること
により、温もりのある生活環境を創り出すとともに、
県民の信州の木への理解を深めることにより、県産
材の利用を促進します。

  山地災害危険地区等の調査・点検事項を「山地
防災カルテ」等にまとめ、地域住民への情報提供
を行うなど山地災害に対するソフト対策を推進しま
す。

  「平成18年７月豪雨災害」の教訓をもとに策定し
た「災害に強い森林づくり指針」に基づき、土砂災
害防止機能を高度に発揮させるための森林整備と
施設整備を一体的に実施し、保安林の防災機能
の強化を図ります。

災害に強い森林づくり緊急対
策事業費

平成20年度1月補正予算において、3億4583万1千
円を前倒して計上しています。

  県産材の利用及び県産材住宅産業の活性化を
図るため、エコイメージを強調した住宅の独自ブラ
ンド立ち上げに向け、建設部等と連携し、県産建
築部材の共通化・仕様書の作成、普及に対し助成
します。



 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

885万6千円 

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　804万9千円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

  信州の豊かな自然環境を生かして、林業、観光、
医療などを融合させた新たな森林関連産業の育成
と地域の活性化を図るため、県内外の企業等に対
し森林セラピーに関する広報普及活動を実施する
とともに、森林セラピー基地認定市町村等が行う、
体制整備に係る経費を助成し、森林セラピーツーリ
ズムの推進を図ります。

森林セラピー基地体制整備事
業費


